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序文

本利用規約（以下、「本規約」といいます。）は、RELATIONS株式会
社（以下、「当社」といいます。）が提供するマネジメントツール
「Wistant」（以下、「本サービス」といいます。）の提供条件及び本
規約に基づき当社と本サービスの利用契約（以下、「本契約」といい
ます。）を締結した者（以下、「利用企業」といいます。）との間の
権利義務関係を定めています。利用企業は、本規約に同意したものと
みなします。

削除

第1条（適用）

1. 本規約は、本サービスの提供条件及び本サービスの利用に関する当
社と利用企業との間の権利義務関係を定めることを目的とし、利用企
業と当社との間の本サービスの利用に関わる一切の関係に適用されま
す。
2. 本規約の内容と、前項のルールその他の本規約外における本サービ
スの説明等とが異なる場合は、本規約の規定が優先して適用されるも
のとします。

第1条            （適
用範囲）

1.   この規約（以下「本規約」といいます。）は、RELATIONS株式会社
（以下「当社」といいます。）が提供するマネジメントツールである
「Wistant」（以下「本サービス」といいます。）の利用に関する当社と利
用企業との間の一切の関係に適用されるものとします。
2.   利用企業は、本サービスの利用に関し、本規約のほか、当社が別途定め
る規則に従うものとします

第2条（定義）

本規約において使用する以下の用語は、各々以下に定める意味を有す
るものとします。

(1)「Wistant」とは、当社が提供する、企業の改善活動を促すツール及
び本サービスをより有益にするために追加して実装される機能一般を
意味します。
(2)「利用契約」とは、本規約及び当社と利用企業の間で締結する、本
サービスの利用契約を意味します。
(3)「投稿情報」とは、本サービスにおいて、利用企業が入力する情報
を意味します。
(4)「当社」とは、RELATIONS株式会社を意味します。
(5)「利用企業」とは、第3条（利用契約の成立）に基づいて本サービス
の利用者としての当社と本サービス利用契約を締結した者を意味しま
す。
(6)「知的財産権」とは、著作権（著作権法27条、28条を含む。）、特
許権、実用新案権、意匠権、商標権その他の知的財産権（それらの権
利を取得し、またはそれらの権利につき登録等を出願する権利を含み
ます。）を意味します。

第2条    （定義）

本規約で使用される用語は、別途定義されている場合を除き、以下の意味
を有するものとします。
(1)         「利用企業」とは、当社と本サービス契約を締結した企業をいいま
す。
(2)         「アカウント」とは、本サービスの利用権限を総称していいます。
(3)         「ユーザー」とは、利用企業からアカウントを発行された個人をい
います。
(4)         「アカウント情報」とは、ユーザーが提供ツールを利用するための
ログインIDおよびパスワードをいいます。
 

第3条（利用契
約の成立）

1. 本サービスの利用を希望する者（以下、「契約希望者」といいま
す。）は、本規約を遵守することに同意し、かつ当社の定める一定の
情報（以下、「申込事項」といいます。）を当社の定める方法で当社
に提供することにより、当社に対し、本サービスの利用契約を申し込
むことができます。
2. 当社は、当社の基準に従って、第１項に基づいて契約の申込みを
行った契約希望者（以下、「契約申込者」といいます。）の契約承諾
の可否を判断し、当社が認める場合、本サービスの利用のために必要
なユーザーアカウント、パスワード（以下、「ユーザーアカウント
等」といいます。）を契約申込者に交付するものとし、かかるユー
ザーアカウント等の交付をもって、当社と契約申込者の間に本契約が
成立するものとします。
3. 当社は、契約申込者が、以下の各号のいずれかの事由に該当する場
合は、契約の申込みを承諾しないことがあり、またその理由について
一切開示義務を負いません。
(1)当社に提供した申込事項の全部または一部につき虚偽、誤記または
記載漏れがあった場合
(2)反社会的勢力等（暴力団、暴力団員、右翼団体、反社会的勢力、そ
の他これに準ずる者を意味します。以下同じ。）である、または資金
提供その他を通じて反社会的勢力等の維持、運営もしくは経営に協力
もしくは関与する等反社会的勢力等との何らかの交流もしくは関与を
行っていると当社が判断した場合
(3)過去に本サービスを利用したことがあり、その際の料金の支払を遅
滞している場合及び本規約8条に規定する行為を行ったことがある場合
(4)契約申込者が過去当社との契約に違反した者またはその関係者であ
ると当社が判断した場合
(5)第12条（契約解除等）に定める措置を受けたことがある場合
(6)その他、当社が契約の承諾を適当でないと判断した場合
4.利用企業は、本サービスを利用するにあたって発生するデータ通信料
は、利用企業が負担することに予め同意します。

第3条    （申込
み）

1.   本サービスを利用しようとする企業（以下「申込企業」といいます。）
が、本規約に同意の上、当社のウェブサイトから申込みを行い当社がその
申込みを承諾した場合およびその他の方法で当社と申込企業との間で合意
が成立した場合に、申込企業と当社の間で本サービスの利用に関する契約
（以下「本サービス契約」といいます。）が成立するものとします。
2.   当社は、以下の各号のいずれかに該当すると判断した場合は、申込企業
の申込みを拒絶できるものとします。当社は、申込みを拒絶する理由を申
込企業その他の第三者に対して説明する義務を負いません。
(1) 申込み時に当社に申告した内容に虚偽、誤記または記載漏れがあった場
合
(2) 申込企業が本規約上の義務を履行できないおそれがある場合
(3) 申込企業が、過去に当社の提供するサービスに係る利用規約（本規約を
含みます。）に違反したことがある場合
(4) その他当社の業務遂行上または技術上不適切と判断する場合
3.   利用企業は、申込み時に当社に申告した事項その他当社に申告した事項
に変更があったときは、直ちに当社が定める方法により当社に通知するも
のとします。当社は、利用企業がかかる通知を行わなかったことにより利
用企業に生じた損害および不利益について一切責任を負いません。



第19条         （反
社会的勢力の排
除）

1.   利用企業および当社は、相手方に対し、自己が、現在、暴力団、暴力団
員、暴力団員でなくなったときから5年を経過しない者、暴力団準構成員、
暴力団関係企業、総会屋等、社会運動標榜ゴロまたは特殊知能暴力集団
等、その他これらに準ずる者（以下、総称して「暴力団員等」といいま
す。）に該当しないことおよび以下の各号のいずれにも該当しないことを
表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約するものとします。
(1)         暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
(2)         暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有す
ること
(3)         自己または第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加
える目的をもって するなど、不当に暴力団員等を利用していると認められ
る関係を有すること
(4)         暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの
関係を有すること
(5)         役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に
非難されるべき関係を有すること
2.   当社および利用企業は、自らまたは第三者を利用して以下の各号に該当
する行為を行わないことを確約するものとする。 
(1)         暴力的な要求行為 
(2)         法的な責任を超えた不当な要求行為 
(3)         取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 
(4)         風説を流布し、偽計を用いもしくは威力を用いる等の方法で、相手
方の信用を毀損しまたは相手方の業務を妨害する行為 
(5)         上記各号に準ずる行為 
3.   利用企業および当社は、相手方が前二項の表明または確約に違反した場
合には、直ちに本サービス契約を解除することができ、これにより自己に
生じた損害の賠償を相手方に求めることができるものとします。相手方
は、当該解除により損害を被った場合でも解除をした当事者にその賠償を
請求することはできないものとします。

第4条（申込事
項の変更）

利用企業は、申込事項に変更があった場合、当社の定める方法により
当該変更事項を遅滞なく当社に通知するものとします。

削除

第5条（利用期

間・利用料・支

払方法）

本サービスの利用料金の金額、算定方法、決済方法は、別途当社が定
め、当社ウェブサイトまたは本サービス上に表示するものとします。

第4条    （利用期

間・利用料金

等）

1.   当社及び利用企業が別途合意する場合を除き、本サービスの利用期間は
本サービス契約が成立した日から開始し、期限の定めはないものとしま
す。ただし、利用企業は、第18条第4項に従っていつでも本サービス契約を
解約できるものとします。
2.   本サービスの利用料金および支払い方法は、当社のウェブサイト等に表
示し、または利用企業および当社において別途定めるものとします。ま
た、利用企業は、本サービスの利用料金に係る消費税、地方消費税その他
の租税公課および支払いに要する手数料その他の費用を負担するものとし
ます。当社は、利用料金の受領について領収書等を発行しないものとしま
す。

3.   当社は、本サービス内容の変更・機能追加、当社の業務遂行上または技

術上の必要性、法令の改廃、経済状況の変化等により当社が必要と判断し
た場合、利用料金を改定することができるものとします。この場合の手続
きは、第21条の規定に従うものとします。
4.   利用企業は、利用料金の支払いを遅滞した場合、当社に対し、年14.6％
（1年を360日として計算します。）の割合による遅延損害金を支払うもの
とします。

第6条    （設備
等）

1.   本サービスを利用するために必要な通信機器、サーバ、使用環境その他
の設備（以下「設備等」といいます。）は、当社が随時指定するものとし
ます。
2.   設備等および本サービスの利用に伴って発生した費用は、利用企業の負
担とします。
3.   利用企業は、自己の責任と負担において設備等を保持し管理するものと
し、当社は、利用企業が本サービスを利用するために必要な設備等を保持
・管理していることを前提に本サービスを提供するものとします。
4.   設備等および本サービス利用のためのその他の環境に不具合があること
に起因して利用企業が本サービスを利用できなかった場合でも、当社は利
用企業に対して一切の責任を負いません。

第6条（無料ト
ライアル）

1.当社は、利用企業に対し、本サービスの全部または一部を、当社が別
途定める一定の期間のみ無料で利用できるサービス（以下、「トライ
アルサービス」といいます。）を提供することがあります。ただし、
当社がトライアルサービスを提供する義務を負うものではありませ
ん。
2.当社は、トライアルサービスを提供するにあたり、提供するサービス
の機能の範囲及び使用方法等に制限を設けることがあります。

削除



第7条（ユー
ザーアカウント
等の管理）

1.利用企業は、自己の責任において、本サービスに関するユーザーアカ
ウント等を適切に管理及び保管するものとし、これを第三者に利用さ
せ、または貸与、譲渡、名義変更、売買等をしてはならないものとし
ます。
2.ユーザーアカウント等の管理不十分、使用上の過誤、第三者の使用等
によって生じた損害に関する責任は利用企業が負うものとし、当社は
一切の責任を負いません。

第5条            （本
サービスの利
用）

1.   当社と利用企業の間で本サービス契約が成立した場合には、利用企業
は、本規約および当社と利用企業が別途定める条件およびマニュアル等に
従い、本サービスを利用できるものとします。

2.   本サービスのアカウントのユーザーへの発行および管理（修正・削除を

含みます。）は利用企業が行うものとします。なお、当社は利用企業の承
諾を得た上で、当社の役職員を利用企業のユーザーとして追加することが
できるものとします（かかるユーザーについては利用料金は発生しませ
ん。）。
3.   利用企業が発行できるアカウント数に上限はありません（技術上の上限
を除きます。）。 
4.   アカウントはユーザー1人あたり1つのみ利用できるものとし、複数人で
共有することはできないものとします。
5.   利用企業は、ユーザーに本規約を遵守させるとともに、アカウント情報
を第三者に開示、貸与、譲渡または漏洩（以下、本条において「開示等」
といいます。）しないよう厳重に管理させるものとし、ユーザーによるア
カウントの使用について一切の責任を負うものとします。
6.  利用企業は、アカウント情報の全部または一部の紛失、第三者への開示
等、複数人での共有または第三者による盗用、なりすましその他の不正利
用等（以下、本条において「紛失等」といいます。）があった場合または
そのおそれがある場合は、直ちに当社に報告の上、当社の指示に従った措
置を講じるものとします。
7.   前項の報告を行ったか否かに関わらず、当社は、アカウント情報の管理
上の過誤、管理不十分または紛失等により利用企業に生じた損害および不
利益について一切責任を負いません。
8.   本サービスに入力されたアカウント情報（ログインIDおよびパスワー
ド）が、登録されたユーザーのアカウント情報（ログインIDおよびパス
ワード）と一致することを当社が所定の方法で確認した場合、当社は、登
録されたユーザーにより本サービスが利用されたものとみなすことができ
るものとし、アカウント情報の第三者による盗用、なりすましその他の不
正利用等があった場合でも、これにより利用企業に生じた損害および不利
益について一切責任を負いません。

第8条（禁止事
項）

利用企業は、本サービスの利用にあたり、以下の各号のいずれかに該
当する行為または該当すると当社が判断する行為をしてはなりませ
ん。

(1)本サービスの利用において、違法又は当社が違法と考える情報を投
稿する行為その他法令に違反する行為または犯罪行為に関連又は助長
する行為
(2)当社、本サービスの他の利用企業またはその他の第三者に対する詐
欺または脅迫行為
(3)公序良俗に反する行為
(4)当社、本サービスの他の利用企業またはその他の第三者の知的財産
権、肖像権、プライバシーの権利、名誉、その他の権利または利益を
侵害する行為
(5)本サービスを通じ、以下のいずれかに該当し、または該当すると当
社が判断する情報を当社または本サービスの他の利用企業に送信する
こと
ア　過度に暴力的または残虐な表現を含む情報

イ　コンピューター・ウィルスその他の有害なコンピューター・プロ
グラムを含む情報
ウ　当社、本サービスの他の利用者またはその他の第三者の名誉また
は信用を毀損する表現を含む情報
エ　過度にわいせつな表現を含む情報
オ　差別を助長する表現を含む情報
カ　自殺、自傷行為を助長する表現を含む情報
キ　薬物の不適切な利用を助長する表現を含む情報
ク　反社会的な表現を含む情報
ケ　他人に不快感を与える表現を含む情報
コ　面識のない異性との出会いを目的とした情報
サ　その他上記アからコに準ずる情報
(6)本サービスのネットワークまたはシステム等に過度な負荷をかける
行為
(7)本サービスの運営を妨害するおそれのある行為本
(8)何らかのワーム、ウィルス、スパイウェア、マルウェアまたは破壊
的性質を有する他のコードを送信するなどの方法で、本サービス又は
本サービスに接続しているサーバー若しくはネットワークへ干渉した
り、これを混乱させる行為
(9)本サービス又は本サービスに接続しているサーバー若しくはネット
ワークに有害なコンテンツ若しくはコードを挿入する行為、または利
用企業のブラウザ若しくは機器において本サービスのページがレンダ
リング若しくは表示される方法を改変し、又は当該方法に干渉する行
為
(10) 第三者に成りすます行為
(11)本サービスの他の利用企業のユーザーアカウント等を利用又は収集
する行為
(12)当社が事前に許諾しない本サービス上での宣伝、広告、勧誘、また
は営業行為
(13)当社から事前に許可を得ることなく、自動化された手段（情報収集
ボット、ロボット、スパイダー、スクレーバーなど）を使用して本
サービスにアクセスする行為
(14) 当社、本サービスの他の利用企業またはその他の第三者に不利
益、損害、不快感を与える行為
(15)反社会的勢力等への利益供与
(16) 前各号の行為を直接または間接に惹起し、または容易にする行為
(17) その他、当社が不適切と判断する行為

第10条 （禁止行
為）

利用企業は、本サービスの利用にあたり、以下の各号に該当し、または該
当するおそれのある行為を行ってはならず、また、ユーザーその他の第三
者に行わせてはならないものとします。
(1) 　ユーザー以外の第三者に本サービスを利用させる行為
(2)         当社または第三者に損害または不利益を与える行為
(3)         当社または第三者の情報を改ざんまたは消去する行為
(4)         他のユーザーになりすます等、アカウントを偽って本サービスを利
用する行為
(5)         他人のアカウント情報を入手し、または入手しようとする行為
(6)         当社または第三者にコンピュータウイルスなど有害なプログラム等
を送信もしくは提供する行為
(7)         当社または第三者の財産権、知的財産権、肖像権、パブリシティ権
その他の権利または利益を侵害する行為
(8)         当社または第三者を誹謗中傷する行為、その名誉、信用、プライバ
シー等の人格的権利を侵害する行為
(9)         本サービスに関連するプログラムの全部または一部を改変、切除、
翻訳、解析、翻案する行為または逆コンパイル、逆アセンブリ、リバース
エンジニアリングその他の方法により本サービスのプログラムのソース
コードまたはオブジェクトコードを探索する行為
(10)  本サービスに関連するプログラムを他のソフトウェアプログラムの製
作、開発またはその派生的作業のために使用する行為
(11)  本サービスの運営その他当社の業務を妨害する行為
(12)  本規約、法令または公序良俗に違反する行為
(13)  犯罪行為およびこれに結びつく行為
(14)  上記各号のほか、当社が不適切と判断する行為
 



第9条（本サー
ビスの停止等）

1.当社は、以下のいずれかに該当する場合には、当社が定める方法によ
り利用企業に事前に通知した上で、本サービスの全部または一部の提
供を停止または中断することができるものとします。

(1)本サービスに係るコンピューター・システムの点検または保守作業
を緊急に行う場合
(2)コンピューター、通信回線等が事故により停止した場合
(3)地震、落雷、火災、風水害、停電、天災地変などの不可抗力により
本サービスの運営ができなくなった場合
(4)その他、当社が停止または中断を必要と判断した場合
2.利用企業は、当社が前項により本サービスの提供を停止した場合で
あっても、停止された月の利用料を支払わなければいけません。
3.当社は、本条に基づき当社が行った措置に基づき利用企業に生じた損
害について一切の責任を負いません。
4.本条の定めは、利用企業との利用契約終了後においても効力を有する
ものとします。

第10条（著作権
等）

1.当社ウェブサイト及び本サービスに関する知的財産権は全て当社また
は当社にライセンスを許諾している者に帰属しており、本規約に基づ
く本サービスの利用許諾は、当社ウェブサイトまたは本サービスに関
する当社または当社にライセンスを許諾している者の知的財産権の使
用許諾を意味するものではありません。
2.利用企業は、当社の書面による事前承諾を受けた場合でなければ、本
サービスの内容の一部又は全部の複製、公開、送信、頒布、譲渡、貸
与、翻訳、翻案、使用許諾、転載、再利用を行わないものとします。
3.本サービスを利用する上で投稿情報に関連する著作権その他一切の権
利が生じる場合は、当該情報を投稿した利用企業に帰属します。
4.利用企業は、当社及び当社から権利を承継しまたは許諾された者に対
して著作者人格権を行使しないことに同意するものとします。

第11条 （知的財
産権）

本サービスおよび本サービスを通じて当社から利用企業に提供される資
料、ロゴマークまたはトレードマーク等の一切の著作権（著作権法第27条
および第28条の権利を含みます。）、著作者人格権、特許権、商標権およ
びこれらを登録する権利、ならびにノウハウなどの一切の知的財産権はす
べて当社に帰属するものとします。

第11条（当社の
削除権限）

当社は、次に掲げる場合には、利用企業の投稿情報に関する違法性・
規約違反の有無に関わらず、関連する情報について、その全部もしく
は一部の削除を行うことができるものとします。

(1)公的な機関又は弁護士から、投稿情報について、違法、公序良俗違

反又は他人の権利を侵害する等の指摘・意見表明があった場合
(2)第三者より、投稿情報の内容が、法律や各種行政規制に違反する等

の指摘・意見表明があり、当社がこれらに違反すると判断する場合

削除

第12条（契約解
除等）

1.当社は、利用企業が、以下の各号のいずれかの事由に該当する場合
は、事前に通知または催告することなく、投稿情報を削除しもしくは
当該利用企業について付与されたユーザーアカウント等の一時的停
止、または付与されたユーザーアカウント等を無効化し本契約を解除
することができます。
(1)本規約のいずれかの条項に違反した場合
(2)登録事項に虚偽の事実があることが判明した場合
(3)支払停止もしくは支払不能となり、または破産手続開始、民事再生
手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始もしくはこれらに類する
手続の開始の申立てがあった場合
(4)6ヶ月以上本サービスの利用がない場合
(5)当社からの問い合わせその他の回答を求める連絡に対して14日間以
上応答がない場合
(6)第3条第3項各号に該当する場合
(7)その他、当社が本サービスの利用、利用企業としての登録、または
本契約の継続を適当でないと判断した場合
2.前項各号のいずれかの事由に該当した場合、利用企業は、当社に対し
て負っている債務の一切について当然に期限の利益を失い、直ちに当
社に対して全ての債務の支払を行わなければなりません。
3.当社は、本条に基づき当社が行った行為により利用企業に生じた損害
について一切の責任を負いません。なお、本項の定めは、利用企業と
の利用契約終了後においても効力を有するものとします。

第18条 （利用停
止、解除）

1.   当社は、次の各号の一つに該当したと当社が判断した場合には、あらか
じめ通知または催告することなく、いつでも利用企業による本サービスの
全部もしくは一部の利用を停止し、ユーザーのアカウントを失効させ、本
サービス契約の全部または一部を解除し、または、その他当社が必要と認
める措置（以下、総称して「必要措置」といいます。）を行うことができ
るものとします。
(1) 利用企業が第10条の禁止行為を行った場合その他利用企業が本規約の義
務に違反した場合
(2) 利用企業が当社に申告した事項に虚偽または不正確もしくは不完全な内
容があった場合
(3) 利用企業またはそのグループ会社が過去に必要措置を受けていることが
判明した場合
(4) 利用企業が利用代金の支払いその他の当社に対する債務の弁済を一回で
も遅延した場合
(5) 利用企業が自ら振り出した手形、小切手が不渡りになった場合、または
支払を停止した場合
(6) 利用企業が差押、仮差押、仮処分の申立てまたは滞納処分を受けた場合
(7) 利用企業が破産、民事再生、特別清算、会社更正その他裁判上の倒産処
理手続の申立てを受けた場合、または自らこれらの申立てをした場合
(8) 利用企業の信用状態が著しく悪化した場合
(9) 利用企業と30日間以上連絡が取れなくなった場合
(10)  利用企業が解散した場合
(11)  上記各号のほか、利用企業として不適当と判断した場合
2.   当社は、前項に基づき利用企業に対し必要措置を講じたことによって利
用企業に生じた損害および不利益について一切の責任を負いません。
3.   当社は必要措置の理由について利用企業および第三者に対して開示する
義務を負いません。
4.   利用企業は、書面によって相手方に通知することにより、本サービス契
約をいつでも解約することができるものとします。この場合、当社が解約
通知を受領した日の属する月（ただし、利用企業がクレジットカード払い
等により既に翌月以降の利用料金を支払っている場合には、利用料金を支
払い済みの月）の末日または当社及び利用企業が別途合意する日をもって
本サービス契約は終了するものとします。
5.   理由のいかんにかかわらず、本サービス契約が終了した場合、利用企業
は、既に生じた本サービスの利用料金等の債務の全額について期限の利益
を失うものとし、当社の指示に従って当該債務を直ちに一括で支払うもの
とします。
6.   理由のいかんにかかわらず、本サービス契約が終了した場合、当社は、
本規約および本サービスに基づき利用企業に提供されるすべての業務を停
止し、また、利用企業から受領した一切の情報を削除・消去できるものと
し、利用企業にかかる情報を返還する義務を負わないものとします。
7.   本サービス契約が終了した場合でも、第1条、第2条、第4条第4項、第11
条、第12条、第15条、本項、第19条、第20条、第22条および第23条の規定
はなお有効に存続するものとし、また、第14条の規定は本サービス契約の
終了後3年間は有効に存続するものとします。

第13条（利用企
業による契約解
除）

1.利用企業は、当社所定の方法で当社に通知することにより、本契約を
解除（退会）することができます。
2.解除（退会）にあたり、当社に対して負っている債務が有る場合は、
利用企業は、当社に対して負っている債務の一切について当然に期限
の利益を失い、直ちに当社に対して全ての債務の支払を行わなければ
なりません。
3.解除（退会）後の利用者情報の取扱いについては、第18条の規定に従
うものとします。

削除（第18条に記載）



第14条（本サー
ビスの内容の変
更、終了）

1.当社は、当社の都合により、本サービスの内容を変更し、または提供
を終了することができます。当社が本サービスの提供を終了する場
合、当社は利用企業に事前に通知または告知し、利用企業は、当社か
らの事前の通知又は告知があった場合に本サービスが終了することに
ついて予め同意するものとします。
2.当社は、本サービスの修正、一時停止若しくは終了又は利用企業の投
稿情報の喪失について利用企業に対しいかなる責任も負いません。
3.当社は、本条に基づき当社が行った措置に基づき利用企業に生じた損
害について一切の責任を負いません。なお、本項の定めは、利用企業
との利用契約終了後においても効力を有するものとします。

第8条    （本サー
ビスの停止）

1.   当社は、以下の各号に該当する事由が生じた場合には、本サービスの機
能の全部または一部を停止することができるものとします。この場合、当
社が適切と判断する方法により事前に（ただし、緊急やむを得ないと判断
した場合には、事後速やかに）利用企業に通知するものとします。
(1) 本サービスおよび本サービスを提供するための設備等のシステムメンテ
ナンス等

(2) 天災、異常気象、戦争、テロ、暴動、ハッキング、法令・規則の制定改

廃、司法・行政機関の介入、命令、指示もしくは要請、伝染病、停電、輸
送機関の事故または労働争議等
(3) 当社、利用企業または第三者が使用する設備等、通信システム、コン
ピューターシステム、ソフトウェア等の不具合、障害、誤作動、停止、事
故等
(4) その他当社が本サービスの全部または一部の停止が必要と判断する事由
2.   当社は、前項の規定に基づく本サービスの機能の全部または一部を停止
により利用企業に生じた損害および不利益について一切の責任を負いませ
ん。

第9条    （サービ

スの廃止・変

更）

1.   当社は、営業上の理由その他の理由により本サービスの提供の全部また
は一部を廃止または変更することができるものとします。この場合、当社
は、事前に当社が適切と判断する方法により利用企業に通知するものとし
ます。
2.   当社は、前項に基づき本サービスの提供の全部または一部を廃止または
変更したことによって利用企業に生じた損害および不利益について一切の
責任を負いません。

第15条（保証の
否認及び免責）

1.当社は、本サービスが利用企業の特定の目的に適合すること、期待す

る機能・商品的価値・正確性・有用性を有すること、利用企業による

本サービスの利用が利用企業に適用のある法令または業界団体の内部
規則等に適合すること、及び不具合が生じないことについて、何ら保
証するものではありません。
2.当社は利用企業の行動について規定を設けていますが、本サービス上
での利用企業の活動を管理または指揮するものではなく、利用企業の
本サービス上での活動や投稿情報について責任を負いません。
3.当社は、当社による本サービスの提供の中断、停止、終了、利用不能
または変更、利用企業の契約の解除、本サービスの利用による投稿情
報の消失または機器の故障もしくは損傷、その他本サービスに関して
利用企業が被った損害（以下「ユーザー損害」といいます。）につ
き、賠償する責任を一切負わないものとします。
4.本サービスまたは当社ウェブサイトに関連して利用企業と他の利用企
業または第三者との間において生じた取引、連絡、紛争等について
は、当該当事者の間でのみ行われるものであり、当社は一切責任を負
いません。
5.本条の定めは、利用企業との利用契約終了後においても効力を有する
ものとします。

第12条 （損害賠
償等）

1.   当社は、当社が本規約に定める義務に違反したことにより利用企業に現
実に生じた通常かつ直接の損害を賠償するものとします。この場合に当社
が賠償すべき金額の累計総額は、当社に故意または重過失が存在する場合
を除き、債務不履行、契約不適合、不当利得、不法行為その他請求原因の
如何にかかわらず、当該賠償の原因となった損害の発生日から起算して過
去12か月間に利用企業が当社に支払い済みの利用料金の総額を上限とし、
また、当社が予見すべきであったか否かを問わず、間接的な損害、特別損
害、逸失利益については、当社は一切責任を負わないものとします。
2.   利用企業が本規約に違反し、または不正または違法な行為によって当社
に損害を与えた場合、当社は利用企業に対して損害の賠償を請求すること
ができるものとします。
3.   利用企業が本サービスの利用を通じて第三者（ユーザーを含みます。）
に対して損害を与えた場合または第三者との間で裁判、クレーム、請求そ
の他の紛争が生じた場合、利用企業は自己の負担費用と責任においてこれ
を解決し、当社を免責し、損害を与えないものとします。

第13条 （非保証

・免責）

1.   当社は、以下の事由により利用企業に生じた損害について、当社に故意
または重大な過失がある場合を除き、一切責任を負いません。

(1)         天災、異常気象、戦争、テロ、暴動、ハッキング、法令・規則の制

定改廃、司法・行政機関の介入、命令、指示もしくは要請、伝染病、停
電、輸送機関の事故または労働争議等
(2)         当社、利用企業または第三者が使用する設備等、通信システム、コ
ンピューターシステム、ソフトウェア等の不具合、障害、誤作動、停止、
事故等
(3)         上記各号のほか、当社の責に帰すことのできない事由
2.   当社は、以下の各号に定める事由について、法律上求められる範囲を除
き、いかなる保証も行いません。
(1)         本サービスの正確性、最新性、有用性、信頼性、特定の目的への適
合性およびこれらが第三者の知的財産権その他の権利を侵害していないこ
と
(2)         当社または本サービスから送られるメールおよびコンテンツにエ
ラー、バグまたはコンピュータウイルスなどの有害なものが含まれていな
いこと
(3)         当社、利用企業または第三者が使用する設備等、通信システム、コ
ンピューターシステムおよび利用環境において本サービスが正常に作動す
ること
(4)         本サービスで使用されるプログラムに欠陥がないこと、停止しない
こと、プログラムのマニュアルや利用ガイドに誤りがないこと

第16条（保存期
間）

1.本サービスを利用する場合、投稿情報は、本契約継続期間中、当社の
サーバー（外部委託先を含みます。）に保存されるものとします。本
契約が終了した場合、当社は、利用企業に事前に通知することなく、
投稿情報を消去することができるものとします。
2.利用企業は自己の責任で投稿情報のバックアップ等を行うものとし、
当社は、前項の投稿情報の消去によって利用企業に損害が生じた場合
一切の責任を負わないものとします。なお、本項の定めは、利用企業
との利用契約終了後においても効力を有するものとします。

第7条    （保存
データ）

1.   利用企業が本サービスを通じて保存したアカウント情報、業務データそ
の他の一切の情報（以下「保存データ」といいます。）は、第15条の規定
に従い当社に委託される本個人データ（同条で定義される意味を有しま
す。）の取扱いを除き、利用企業が自己の責任で管理するものとします。
2.   当社は、復旧の便宜のため保存データのバックアップを行います。な
お、当社は、利用企業による管理上の過誤または管理不十分による保存
データのエラー、消失、改ざんおよび外部流出等に関して、一切の責任を
負いません。



第17条（秘密保
持）

利用企業は、本サービスに関連して当社が利用企業に対して秘密に取
り扱うことを求めて開示した非公知の情報について、当社の事前の書
面による承諾がある場合を除き、秘密に取り扱うものとします。

第14条 （秘密保
持）

1.   当社および利用企業は、事前に相手方から書面（電子メールを含みま
す。以下同じ。）による承諾を得ている場合を除き、本規約の履行または
本サービスの提供もしくは利用のために相手方から、書面または電磁的媒
体であるか口頭であるかを問わず、提供を受けた相手方の一切の営業上ま
たは技術上、その他業務上の情報（以下「秘密情報」という。）を、本
サービス契約を履行し、または本サービスを当社が提供し（本サービスの
機能向上、保守運用および新サービスの開発を含みます。）、もしくは利
用企業が利用する目的（以下「本目的」といいます。）の範囲以外で利用
してはならず、第三者に開示、提供または漏洩してはならないものとしま
す。ただし、以下の各号に該当する情報は秘密情報に該当しないものとし
ます。
(1)         開示を受けたときに既に公知である情報 
(2)         開示を受けた後、自己の責によらず公知となった情報 
(3)         開示を受ける前から、自己が適法に保有している情報 
(4)         秘密保持義務を負うことなく正当な権利を有する第三者から適法に
入手した情報 
(5)         相手方から提供を受けた情報によらず、独自に開発した情報 
2.   前項の定めにかかわらず、当社および利用企業は、法令の定めに基づき

または権限ある司法・行政機関からの要求がある場合には、必要最小限の

範囲で秘密情報を開示することができるものとします。この場合、法令に
反しない範囲において、当該開示前に相手方に通知するものとし、開示前
に通知することが実務上困難な場合には開示後速やかにこれを行うものと
します。
3.   第1項の定めにかかわらず、当社および利用企業は、本目的の遂行のた
めに知る必要のある自己または自己のグループ会社の役職員ならびに弁護
士、会計士および税理士等法律上秘密保持義務を負う者に秘密情報を開示
することができるものとします。ただし、当該開示先が法律上秘密保持義
務を負う場合を除き、当該開示先に本条の秘密保持義務と同等以上の秘密
保持義務を負わせるものとし、当該開示先による秘密情報の漏洩等につい
て相手方に対して責任を負うものとします。
4.   秘密情報の提供を受けた当事者は、当該秘密情報の管理に必要な措置を

講ずるものとし、相手方からの承諾を得て複製・複写した秘密情報がある
場合には、これも同様に取り扱うものとします。
5.   前各項の定めにかかわらず、当社が必要と認めた場合には、委託先に対
して秘密情報を開示することができるものとし、利用企業はこれにあらか
じめ同意するものとします。この場合、当社は当該委託先に対して、本条
に基づき当社が負う秘密保持義務と同等の義務を負わせるものとします。
6.   当社および利用企業は、本サービスの提供が終了した場合または相手方
から要求があった場合には、秘密情報を速やかに削除するものとします。
7.   前各項の規定にかかわらず、当社は、利用企業が同意した場合には、本
サービスの広告等を目的として、利用企業の名称およびロゴマークを公表
することができるものとします。この場合、利用企業の名称およびロゴ
マークの使用条件については当社と利用企業が別途協議の上定めるものと
します。
8.   秘密情報のうち、個人情報に該当する情報については、次条の規定が本
条に優先して適用されるものとします。



第18条（利用者
情報の取扱い）

1.当社による利用企業の利用者情報の取扱いについては、別途当社プラ
イバシーポリシー（https://www.relationsgroup.co.jp/privacy-policy/）の定
めによるものとし、利用企業はこのプライバシーポリシーに従って当
社が利用企業の利用者情報を取扱うことについて同意するものとしま
す。
2. 当社は、本サービスの利用状況を把握するため、当社が適切と判断
するツールを利用して、アクセスログ等を収集します。これらのツー
ルでは、Cookie（クッキー）を使用し、個人を特定する情報を含むこ
となく、本サービスの利用状況を収集されることがあります。収集さ
れた情報は各ツール提供元の個人情報保護方針に基づき管理されてお
り、各ツール提供元の個人情報保護方針については、各ツール提供元
のサイトをご覧ください。当社は、各ツール提供元のサービス利用に
よる損害について責任を負わないものとします。
3.当社は、利用企業が当社に提供した情報、データ等を、個人を特定で
きない形での統計的な情報として、当社の裁量で、利用及び公開する
ことができるものとし、利用企業はこれに異議を唱えないものとしま
す。
4.当社は、次に掲げる場合には、利用企業の情報の内容を閲覧したり、
保存したり、第三者に開示すること（以下、本項において「閲覧等」
といいます。）ができるものとします。なお、当社は、それによって
生じたいかなる損害についても、一切責任を負いません。
(1) 本サービスの技術的不具合の原因を解明し、解消するため必要な場
合
(2) 裁判所や警察などの公的機関から、法令に基づく正式な照会を受け
た場合
(3) 本利用規約に違反する行為又はそのおそれのある行為が行われ、投
稿情報の内容を確認する必要が生じたと当社が判断した場合
(4) 人の生命、身体、財産及び名誉などに差し迫った危険があり、緊急
の必要性があると当社が判断した場合
(5) その他本サービスを適切に運営するために必要が生じた場合

第15条 （個人情
報の取扱い）

1.   利用企業は、当社に提供する個人情報（個人情報の保護に関する法律
（以下「個人情報保護法」といいます。）に定義される意味を有し、以下
「本個人情報」といいます。）が個人情報保護法その他の個人情報保護に
関する法令およびガイドライン（以下「個人情報保護法令等」といいま
す。）を遵守して適法に取得され、本規約に従って本個人情報を当社に提
供することについて保証し、本個人情報の主体である本人に対して責任を
負うものとします。また、利用企業は、本個人情報に特定個人情報（「行
政手続における特定の個人を識別するための番 号の利用等に関する法律」
に定義される意味を有します。）が含まれないことを保証するものとしま
す。
2.   当社は、利用企業から受領した本個人情報を個人情報保護法令等および
当社の個人情報保護方針に従って適切に取り扱うものとします。
3.   当社は、利用企業から受領した本個人情報を以下の各号に定める目的
[SI7] のために使用します。
(1) 本サービスの提供、保守管理および機能向上ならびに新サービスの開発
を行うため
(2) 当社及び本サービスに関するお知らせ、更新情報、イベント、アンケー
トおよびセミナー等のご案内のため
(3) 本サービスの利用履歴等を調査、分析するため

(4) 本規約に違反した本サービスの利用その他の不正・不当な目的による本
サービスの利用を特定するため
4.   利用企業は、本サービスの利用に関して本サービスに保存する個人デー
タ（個人情報保護法に定義される意味を有します。）（以下「本個人デー
タ」といいます。）を本目的のために取り扱うことを当社に委託[SI8] する
ものとします。
5.   当社は、本個人データを、善良な管理者の注意をもって管理し、利用企
業の書面による事前の承諾を得ることなく、本目的の範囲を超えて利用、
加工、複写または複製せず、また、法令または本規約により許容されてい
る場合を除き、第三者（自己または自己のグループ会社の役職員および委
託先を除きます。）に開示、提供または漏えいしないものとします。な
お、当社は、利用企業から受領した情報のうち、個人が識別できないよう
に加工された分析結果および統計情報を本サービスの改善、製品開発、新
規事業等のために利用（複製、複写、改変を含みます。）することができ
るものとします。
6.   当社は、本個人データの漏えい、滅失および毀損（以下、本条において
「漏えい等」といいます。）の防止その他の個人情報の適正な管理のため
に合理的に必要な範囲で、組織的、人的、物理的および技術的な安全管理
のために必要かつ適切な措置（以下「安全管理措置」といいます。）を講
じるものとします。
7.   当社は、自己の役職員および委託先に本条の義務と同等の義務を課すと
ともに、個人情報の保護に関し必要かつ適切な監督を行うものとします。

8.   当社が本個人データに関し、本人または第三者（司法・行政機関等を含

みます。）から苦情もしくは問い合わせの連絡、開示、訂正、追加もしく
は削除の請求、または、本個人データの提供を要請された場合、速やかに
その旨を利用企業に通知するものとします。この場合、利用企業が直接当
該連絡、請求または要請に対応するものとします。
9.   利用企業は、当社における安全管理措置の実施状況を確認するために合
理的に必要な限度において、当社に事前に通知することにより、報告、資
料の提出または監査の受入れをもとめることができるものとします。この
場合、当社は合理的な範囲でこれに応じるものとします。
10. 当社が、本個人データの漏えい等の事故が生じたことを認識した場合
は、直ちに利用企業に報告するものとします。この場合、当社および利用
企業は、協議の上、漏えい等の拡大および再発を防止するための合理的な
措置を講じるものとします。
11. 当社は、本サービスの提供が終了した場合または利用企業から要求が
あった場合には、本個人データを速やかに削除するものとします。

第16条 （Google 
Analytics等）

前2条の規定にかかわらず、当社は、利用企業の本サービスへのアクセス状
況を把握し、本サービスの機能向上、保守運用および新サービスの開発を
行うためにGoogle Analytics等を利用することがあります。Google Analytics
等はアクセス情報の収集のためにCookieを使用することがあります。この
アクセス情報は匿名で収集されており、個人を特定するものではありませ
ん。Google Analyticsの詳細は、https://www.google.
com/intl/ja/policies/privacy/partners/をご確認ください。
 

第17条 （委託）
当社は、本サービスの提供に関して必要となる当社の業務（第15条に基づ
く本個人データの取扱いを含みます。）の一部を当社の責任で第三者に委
託することがあります。

第19条（本規約
等の変更）

当社は、本規約を変更できるものとします。当社は、本規約を変更し
た場合には、利用企業に当該変更内容及び変更時期を通知又はイン
ターネット上で周知するものとし、当該変更内容及び変更時期の通知
又は周知後、利用企業が本サービスを利用した場合または当社の定め
る期間内に登録抹消の手続をとらなかった場合には、利用企業は、本
規約の変更に同意したものとみなします。

第21条 （本規約
の変更）

1.   当社は、本サービス内容の変更・機能追加、当社の業務遂行上または技

術上の必要性、法令の改廃、経済状況の変化等により当社が必要と判断す
る場合、本サービス契約の目的の範囲内で、本規約を変更することがあり
ます。この場合、あらかじめ変更する旨および変更後の本規約の内容なら
びに変更の効力発生時期を、当社が適切と判断する方法で事前に利用企業
に周知するものとします。
2.   利用企業が前項の周知を受けた後、本規約の変更の効力発生時期後に本
サービスを使用した場合には、変更に同意したものとし、当該利用企業に
対し変更後の本規約が適用されるものとします。利用企業は、本規約の変
更に同意しない場合には、第18条第4項の規定に従い本サービス契約を解約
することができるものとします。

第20条（連絡／
通知）

本サービスに関する問い合わせその他利用企業から当社に対する連絡
または通知、及び本規約の変更に関する通知その他当社から利用企業
に対する連絡または通知は、当社の定める方法で行うものとします。

削除（通知関連の記述がある他条項に記載）



第21条（サービ
ス利用契約上の
地位の譲渡等）

1.利用企業は、当社の書面による事前の承諾なく、サービス利用契約上
の地位または本規約に基づく権利もしくは義務につき、第三者に対
し、譲渡、移転、担保設定、その他の処分をすることはできません。
2.当社は本サービスにかかる事業を他社に譲渡した場合には、当該事業
譲渡に伴いサービス利用契約上の地位、本規約に基づく権利及び義務
並びに利用企業の登録事項その他の顧客情報を当該事業譲渡の譲受人
に譲渡することができるものとし、利用企業は、かかる譲渡につき本
項において予め同意したものとします。なお、本項に定める事業譲渡
には、通常の事業譲渡のみならず、会社分割その他事業が移転するあ
らゆる場合を含むものとします。

第20条 （譲渡制
限）

利用企業は、当社の事前の書面による承諾がある場合を除き、本規約に基
づく利用企業の契約上の地位または権利義務を第三者に譲渡し、担保に供
しまたはその他の方法で処分することはできないものとします。

第22条（分離可
能性）

本規約のいずれかの条項またはその一部が、消費者契約法その他の法
令等により無効または執行不能と判断された場合であっても、本規約
の残りの規定及び一部が無効または執行不能と判断された規定の残り
の部分は、継続して完全に効力を有するものとします。

削除

第23条（準拠法
及び管轄裁判
所）

1.本規約及びサービス利用契約の準拠法は日本法とします。
2.本規約またはサービス利用契約に起因し、または関連する一切の紛争
については、訴額に応じて東京簡易裁判所又は東京地方裁判所を第一
審の専属的合意管轄裁判所とします。

第22条 （準拠法
および裁判管
轄）

1.   本規約は、日本法を準拠法とし、日本法に従い解釈されるものとしま
す。
2.   本規約に基づく取引に起因または関連して当社と利用企業との間に紛争
が生じた場合、訴額にかかわらず、東京地方裁判所を第一審の専属的合意
管轄裁判所とします。

第23条 （協議）
本規約に定めのない事項および本規約の解釈に疑義が生じた事項について
は、利用企業及び当社が誠意をもって協議のうえ友好的に解決するものと
します。


